別記様式第１号（第４条関係）
番　　　　号　
年　　月　　日　
　登録申請者氏名又は名称　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県知事　　　　　　　　　
サービス付き高齢者向け住宅事業の登録について
　　　年　　月　　日に登録の申請のあった下記住宅について、高齢者の居住の安定確保に関する法律第７条第１項の規定に基づき登録したので、通知します。
記
１　登録番号
２　登録住宅の位置
３　登録の有効期間
４　登録内容　別添のとおり
別記様式第２号（第４条第２項関係）
番　　　　号　
年　　月　　日　
　市町村長　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県知事　　　　　　　　　
サービス付き高齢者向け住宅事業の登録について
　このことについて、高齢者の居住の安定確保に関する法律第７条第１項の規定に基づき下記のとおり登録したので、通知します。
記
１　登録申請者
２　登録住宅の位置
３　登録住宅の戸数
戸
４　登録年月日及び登録番号
年　月　日　　　　　　第　　号
５　登録の有効期間
６　事業開始予定時期（新規登録の場合）
　　　　　年　月
７　登録住宅の名称
８　登録住宅に係る入居契約形式
９　その他登録内容　別添のとおり
別記様式第３号（第５条関係）
番　　　　号　
年　　月　　日　
  登録申請者住所
  又は主たる事務所の所在地
氏名又は名称    様

                                         　　　    島根県知事　　　　　　　
サービス付き高齢者向け住宅事業登録基準に適合しない旨の通知書

  　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった、下記サービス付き高齢者向け住宅事業登録の申請については、下記の理由により高齢者の居住の安定確保に関する法律第７条第１項の登録基準に適合しないことを認めましたので、通知します。
　なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に島根県知事に対して異議申立をすることができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると異議申立をすることができなくなります。）。また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、島根県を被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、異議申立をした場合には、その異議申立に対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき又はその決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができません。
記
１　住宅の名称
２　住宅の所在地
３ （理由） 
 別記様式第４号（第６条関係）
番　　　　号　
年　　月　　日　
  登録申請者住所
  又は主たる事務所の所在地
  氏名又は名称      様
                                         　　　    島根県知事　　　　　　　
サービス付き高齢者向け住宅事業登録の拒否をした旨の通知書
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった下記サービス付き高齢者向け住宅登録事業登録の申請については、下記の理由により登録できないので、通知します。
　なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に島根県知事に対して異議申立をすることができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると異議申立をすることができなくなります。）。また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、島根県を被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、異議申立をした場合には、その異議申立に対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき又はその決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができません。
記
１　住宅の名称
２　住宅の所在地
３ （理由） 
別記様式第５号（第７条第２項関係）
番　　　　号　
年　　月　　日　
　市町村長　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県知事　　　　　　　　　
サービス付き高齢者向け住宅事業の変更登録について
　このことについて、高齢者の居住の安定確保に関する法律第９条第３項の規定に基づき下記のとおり変更の登録をしたので、通知します。
記
　１　登録番号
　２　変更登録内容　
      別添のとおり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別記様式第６号（第１０条関係）
年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　あて
                                                　登録事業者又は破産管財人住所
                                                　又は主たる事務所の所在地
                                                　氏名又は名称  　
登録事業廃止等の届出書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第１２条第１項（又は第２項）の規定に基づき　　　　年　　月　　日付け第　　号をもって登録を受けたサービス付き高齢者向け住宅事業について、下記の理由により取りやめたので、届け出ます。
記
（理由）
別記様式第７号（第１１条第１項関係）
年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　あて
                                                　登録事業者住所
                                                　又は主たる事務所の所在地
                                                　氏名又は名称  　
登録抹消申請書
　　　　　年　　月　　日付け第　　号をもって登録を受けたサービス付き高齢者向け住宅事業について、下記の理由により、高齢者の居住の安定確保に関する法律第１３条第１項第１号の規定に基づき申請します。
記
（理由）
別記様式第８号（第１１条第２項関係）
番　　　　号　
年　　月　　日　
　市町村長　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県知事　　　　　　　　　
サービス付き高齢者向け住宅事業の登録の抹消について
　このことについて、高齢者の居住の安定確保に関する法律第１３条の規定に基づき下記のとおり登録の抹消をしたので、通知します。
記
１　登録番号
２　登録住宅の名称 
３　登録住宅の所在地
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別記様式第９号（第１２条関係）
番　　　　号　
年　　月　　日　
  登録事業者住所 
  又は主たる事務所の所在地 
  氏名又は名称    様
  　　　　　　　　　　
                                                     島根県知事　　　　　　
サービス付き高齢者向け住宅事業登録取り消し通知書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第２６条第１項（又は第２項）の規定に基づき、　　　　年　　月　　日付け第　　　号をもって、登録を行った事業について、下記の理由により登録を取り消したので通知します。
　なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に島根県知事に対して異議申立をすることができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると異議申立をすることができなくなります。）。また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、島根県を被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、異議申立をした場合には、その異議申立に対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき又はその決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができません。
記
１　登録を取り消した理由
別記様式第１３号（第１５条関係）
　番　　　　号
認可申請者の住所　
又は主たる事務所の所在地　
氏名又は名称　
終身賃貸事業認可通知書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第５３条の規定に基づき、　　　　年　　月　　日付けで申請があった事業認可申請について、同法第５４条の規定に基づき下記のとおり認可します。
記
１　認可する事業の内容
    別添のとおり
　　　　年　　月　　日
島根県知事　　　　　　　印　　　
別記様式第１４号（第１６条第１項関係）
年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認可申請者住所
                                         　　       　又は主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
終身賃貸事業変更認可申請書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第５４条の規定に基づき、　　　　年　　月　　日付け　番　　号　をもって認可を受けた事業について、同法第５６条の規定に基づき変更の認可を、下記のとおり申請します。
記
１　変更後の事業内容
　　別添のとおり
２　変更点及び変更理由
	　          旧
	            新
	     　変更理由

	
	
	


別記様式第１５号（第１６条第２項関係）
　番　　　　号
                                          　　   　    認可申請者住所
                                           　　  　　　又は主たる事務所の所在地
                                          　　   　　　氏名又は名称
終身賃貸事業変更認可通知書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第５４条の規定に基づき　　　　年　　月　　日付け　番　　号　をもって認可を行った事業について、同法第５６条第１項の規定に基づく　　　　年　　月　　日付けの変更の申請を下記のとおり認可します。
記
 １　認可する事業の内容
      別添のとおり
　　　　年　　月　　日
                                         　　　　　　島根県知事　　　　　　　　印
別記様式第１６号（第１６条第３項関係）
年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　　　あて
                                         　       　認可事業者住所
                                         　       　又は主たる事務所の所在地
                                         　       　氏名又は名称  
終身賃貸事業軽微変更届出書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第５４条の規定に基づき、　　　　年　　月　　日付け　番　　号　をもって認定を受けた事業について、下記のとおり同法第５６条に規定する軽微な変更があったので、島根県高齢者の居住の安定確保に関する法律施行要綱第１６条第３項の規定に基づき届け出ます。
記
１　変更後の事業内容
　　別添のとおり
２　変更点及び変更理由
	　          旧
	            新
	     　変更理由

	
	
	


別記様式第１７号（第１７条第１項関係）
                                                       　　　　　　年　　月　　日
　島根県知事　　　　　　　　あて
                                             　    承認申請者住所
                                             　　　又は主たる事務所の所在地
                                             　　　氏名又は名称
終身建物賃貸借解約申入れ承認申請書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第５４条の規定に基づき　　　　年　　月　　日付け　番　　号　をもって認可を受けた事業の終身建物賃貸借の解約の申入れの承認について、同法第５８条の規定に基づき、下記のとおり申請します。  　　　　
記
	事業認可年月日及び番号
	　　　　　年　　月　　日
　　　　　　番　　　　号

	賃貸住宅の名称
	

	賃貸住宅の位置
	

	解約の申し入れをする相手方の氏名
	

	法５８条による賃貸借の解約の申し

入れをする理由
（理由を証明できる書類及び終身

建物賃貸借契約書を添付）
	


別記様式第１８号（第１７条第２項関係）
　番　　　　号
                                             　    承認申請者住所
                                             　　　又は主たる事務所の所在地
                                             　　　氏名又は名称
終身建物賃貸借解約申入れ承認通知書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第５４条の規定に基づき　　　　年　　月　　日付け　番　　号　をもって認可を行った事業の終身建物賃貸借の解約の申入れを承認します。
　　　　年　　月　　日
                                             　　　　島根県知事　　　　　　
別記様式第１９号（第１７条第２項関係）
番　　　　号　
年　　月　　日　
  承認申請者住所
  又は主たる事務所の所在地
  氏名又は名称   　様
                                         　　島根県知事　　　　　　　　　　
終身建物賃貸借解約申入れを承認できない旨の通知書
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった、下記終身建物賃貸借解約申入れ承認の申請については、下記の理由により承認できないので、通知します。
　なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に島根県知事に対して異議申立をすることができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると異議申立をすることができなくなります。）。また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、島根県を被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、異議申立をした場合には、その異議申立に対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき又はその決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができません。
記
１　事業認可年月日及び番号       　　　　　　年　　月　　日　
                                          　 　　　　番　　　　　　号 
２　解約の申し入れをする相手方の氏名
３  理由 
別記様式第２０号（第１８条第１項関係）
年　　月　　日　
  島根県知事　　　　　　あて
                                        　　　　　  認可事業承継人住所
                                 　　          　 　又は主たる事務所の所在地
                                  　　        　 　 氏名又は名称　
認可事業者の地位の承継届出書
　下記認可事業者の地位を承継したので、高齢者の居住の安定確保に関する法律第６７条第２項の規定に基づき、届け出ます。
記
	事業認可年月日
及び番号
	　　　　　年　　月　　日
　　　　　　番　　　　号

	認可住宅名
	

	認可住宅の位置
	

	認可住宅の戸数
	                                  戸

	認可住宅に係る
権原取得年月日
	      　　年　　月　　日

	地位を承継した事由
	


別記様式第２１号（第１８条第２項関係）
年　　月　　日　
  島根県知事　　　　　　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　承認申請者
             　　                            　　  認可事業承継申請者住所
            　　                               　  又は主たる事務所の所在地
                 　　                        　　  氏名又は名称   
認可事業者の地位の承継承認申請書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第５４条の規程に基づき　　年　　月　　日付け　　番　　号　をもって事業認可された終身建物賃貸借事業について、認可事業者が有していた事業の認可に基づく地位の継承の承認を、法第６７条に基づき下記のとおり申請します。
記
１　申請者と認可事業者との関係
２　申請者と認可事業者との関係を証する書類
３　申請者が認可住宅の整備及び管理に必要な権限を取得する時期

別記様式第２２号（第１８条第３項前段関係）
番　　　　号　
年　　月　　日　
  承認申請者住所
  又は主たる事務所の所在地
  氏名又は名称  　様
                                         　　　    島根県知事　　　　　　　
認可事業者の地位の承継承認通知書
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった、認可事業者の地位の承継承認申請について、下記のとおり承認します。
記
１　団　地　名
２　団地所在地
３　地位の承継事業者
別記様式第２３号（第１８条第３項後段関係）
番　　　　号　
年　　月　　日　
  承認申請者住所
  又は主たる事務所の所在地
  氏名又は名称  　様
                                         　　　    島根県知事　　　　　　　
認可事業者の地位の承継を承認できない旨の通知書
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった、下記認可事業者の地位の承継の承認の申請については、下記の理由により承認できないので、通知します。               
　なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に島根県知事に対して異議申立をすることができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると異議申立をすることができなくなります。）。また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、島根県を被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、異議申立をした場合には、その異議申立に対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき又はその決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができません。
記
１　認可住宅名 
２　認可住宅の位置
３  理由
別記様式第２４号（第１９条関係）
　番　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   認可事業者住所
又は主たる事務所の所在地　　
氏名又は名称　　
改善命令書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第５４条の規定に基づき　　　　年　　月　　日付け　番　　　号　をもって事業の認可を行った認可住宅について、同条の基準に適合して管理が行われていないと認められますので、同法第６８条の規定に基づき、下記のとおりその改善に必要な措置をとることを命じます。
　なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に島根県知事に対して異議申立をすることができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると異議申立をすることができなくなります。）。また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、島根県を被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、異議申立をした場合には、その異議申立に対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき又はその決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができません。
記
１　改善に必要な措置の内容
２　措置を講ずべき期限
　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県知事　　　　　　
別記様式第２５号（第２０条関係）  
番　　　　　　号　
年　　　月　　　日　
　認可事業者住所
　又は主たる事務所の所在地
　氏名又は名称　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県知事　　　　　　　　
終身賃貸事業認可取消通知書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第５４条の規定に基づき　　　　年　　月　　日付け　番　　号　をもって認可した終身建物賃貸借事業について、下記の理由により同法第６９条の規定に基づき当該認可を取り消したので、通知します。
　なお、この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に島根県知事に対して異議申立をすることができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると異議申立をすることができなくなります。）。また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、島根県を被告として（訴訟において島根県を代表する者は、島根県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、異議申立をした場合には、その異議申立に対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき又はその決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができません。
記
１　認可住宅名
２　認可住宅の位置
３  理由 
　　　　　　
別記様式第２６号（第２１条関係）
年　　月　　日　
　島根県知事　　　　　　　あて
                                                　認可事業者住所
                                                　又は主たる事務所の所在地
                                                　氏名又は名称  　
終身賃貸事業廃止届出書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第５４条の規定に基づき　　　　年　　月　　日付け　番　　号　をもって認可を受けた事業について、下記の理由により取りやめたので、同法第７０条に基づき届け出ます。
記
（認可事業廃止理由）
